
概要

基礎調査 案件化調査
普及・実証・
ビジネス化事業

中小企業・SDGsビジネス支援事業

中小企業
支援型

SDGsビジネス
支援型

基礎情報の収集・分
析（数か月～1年程
度）

技術・製品・ビジネス等の
活用可能性を検討し、ビジ
ネスモデルの素案を策定
（数か月～1年程度）

技術・製品やビジネスモデルの
検証。普及活動を通じ、事業
計画案を策定
（1～3年程度）

原則
大企業

原則
中小・中堅
企業

なし

中小企業支援型
（1、1.5億円）

中小企業支援型
（3、5千万円）

中小企業支援型
（850、980万円）

SDGsビジネス支援型
（5千万円）

SDGsビジネス支援型
（850万円）

ビジネス活動計画を
実証・策定したい

ビジネスモデルを
策定したい

現地で基礎的な
情報を収集したい

中小企業・SDGsビジネス支援事業（概要）

※中堅企業は対象外
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事業の流れ（本事業は「委託事業」です）

開発途上国の
開発に貢献でき
る技術や製品
はないか？

当社の製品は
開発途上国で
活用できるか？

①企画の提案

③契約内容について交渉

⑥成果品への支払

②企画の採択

④業務の委託

日本企業

⑤事業実施・成果品提出

①企業から へ本事業の企画書を提案。
②企画書の内容を踏まえ、 が企業の企画を採択。
③業務委託内容は、契約交渉で決定（内容や見積額が、企画書段階から変更となる場合あり）。
④ （発注者）と企業（受注者）間で業務委託契約を締結（補助金事業ではない）。
⑤企業（受注者）が業務結果をまとめた「業務完了報告書」（＝成果品）を （発注者）に
提出し、 の検査に合格する必要あり（補助金事業ではない） 。
⑥検査合格後、企業（受注者）から （発注者）に精算報告書を提出。 が内容を精査し
たうえで精算確定を行い、同精算確定額を企業（受注者）に支払う（実績に基づく事後払い）。
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基礎調査（中小企業支援型のみ）

途上国の課題解決に貢献し得るビジネスモデルの検討に必要な基礎情報の収
集を支援します。

対象者 中小企業、中小企業団体の一部組合（※中堅企業は対象外）

上限経費
件 万円を上限
※遠隔地域（東アジア、東南アジア、南アジア以外の地域）は、国際航空運賃を
別見積（上限 万まで）とし、それ以外の経費の上限を 万円とする

負担経費 ・外部人材活用費 ・旅費 ・現地活動費 ・管理費

期間 数ヶ月～ 年程度

対象分野
途上国の社会・経済開発に効果のある分野
（環境・エネルギー、廃棄物処理、水の浄化・水処理、職業訓練・産業育成、農業、
保健医療 等）

対象国 原則として 在外事務所等の所在地

現地で基礎的な情報を収集したい
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基礎調査の事例

19



案件化調査

途上国の課題解決に貢献し得る技術・製品・ノウハウ等を活用したビジネスアイデ
アや 事業での活用可能性の検討、ビジネスモデルの策定を支援します。事業での活用可能性の検討、ビジネスモデルの策定を支援します。事業での活用可能性の検討、ビジネスモデルの策定を支援します。事業での活用可能性の検討、ビジネスモデルの策定を支援します。

ビジネスモデルを策定したい

中小企業支援型 ビジネス支援型

対象者
中小企業、中堅企業、

中小企業団体の一部組合
「中小企業支援型」の対象者に該当しない

本邦登記法人

経費上限
一件あたり 万円

（機材の輸送が必要な場合は 万
円）

一件あたり 万円

負担経費
・外部人材活用費・旅費・機材輸送費

・現地活動費・本邦受入活動費・管理費
・旅費・現地活動費・管理費

期間 数か月～ 年程度

対象分野
途上国の社会・経済開発に効果のある分野（環境・エネルギー、廃棄物処理、水の浄

化・水処理、 職業訓練・産業育成、農業、保健医療 等 ）

対象国 原則として 在外事務所等の所在地
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案件化調査の事例
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